（案）

千葉市高齢重度障害者介護支援加算事業
平成２３年３月

千葉市保健福祉局高齢障害部障害者自立支援課


　　高齢で重度の障害者を受け入れている施設が、生活支援員等の加配を行う
等、利用者に対して手厚い介護や医療的サービス等を実施するために必要な
経費の一部を助成することにより、利用者の安全を確保し、支援の向上を図
る。

　　年齢５０歳以上で、療育手帳、かつ、身体障害者手帳１級若しくは２級を所持し、次のいずれかに該当する者とする。


（１）対象施設
　　　知的障害者入所更生施設及び障害者支援施設

（２）対象施設の要件
　　　通常必要な職員に加えて、加算対象者１名につき、常勤換算方法で
０．１４名（７：１）以上の生活支援員等を配置していること



　対象者１人あたり　日額１，９８０円とする。
ただし、障害者自立支援法に基づく指定旧法施設支援に要する費用の算定
に関する基準第４に定める「重度重複障害者加算（以下「国加算」という。）」
の支給対象者と本事業の支給対象者が重なる場合は、本助成金と国加算額分の差額のみとする。

　平成２３年４月１日


（１）申請・承認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・対象施設は、あらかじめ必要書類を添付して、障害者自立支援課へ承

認申請を行う。

　　　⇒　対象要件の確認等を行う。

⇒　承認通知書を交付する。

（２）助成申請　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・承認された施設は、必要書類を添付して、障害者自立支援課へ助成

申請を行う。


（１）定期的又は頻回に導尿を要する者


（２）人工肛門又は人口膀胱を有し、自己管理ができず、定期的又は頻回に管理を必要とする者


（３）糖尿病のインシュリン注射の自己管理ができず、定期的又は頻回に管理


を必要とする者


（４）定期的に継続して人工透析を受けている者


（５）アルツハイマー病等の認知症の診断を受けている者





通常必要な職員とは、


ア　指定障害者支援施設


法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準第４条の規定に定める従業者の総数


イ　指定知的障害者更生施設


旧法知的障害者更生施設等指定基準第４条第１項第２号の規定に定める従業者の総数





【必要書類】


・勤務形態一覧表　　・委託契約書　　・資格者証　　・経歴書　など。





１　【事業の目的】





２　【対象者】





５　【実施時期】





３　【対象施設等】





４　【基準額】





６　【事業の流れ】





【必要書類】


・診断書　など。





障害福祉サービス等に係る


事業者説明会
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千葉市障害者自立支援課








